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（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2023年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 0 人

うち常勤研究員数 0 人
非常勤研究員数 10 人

庶務体制

市民参加、外部連携

最上地域政策研究所

１　組織概要

山形県新庄市金沢字大道上2034（山形県最上総合支庁内）

0233-29-1239

0233-23-2615

ymogamirenkei@pref.yamagata.jp

2012年7月4日

新庄市・金山町・最上町・舟形町・真室川町・大蔵村・鮭川村・戸沢村・最上広域市町村圏事務
組合・山形県

最上地域政策研究所長　柴﨑　渉　（山形県最上総合支庁長）

２　組織動向

　山形県最上地域における諸課題について調査研究し、各市町村の政策推進に資するととも
に、市町村職員等の政策形成能力の向上を図るため、管内８市町村、最上広域市町村圏事
務組合及び山形県最上総合支庁とで共同設置することとした。（平成24年７月４日設置）
　設置にあたっては、各市町村長、最上広域市町村圏事務組合理事長、山形県最上総合支
庁長とで協定を締結した。

　2016年度から2017年度までは、最上地域が直面する諸課題の解決に向けた具体的な施策
立案に取り組んだ。その間、具体的な施策立案の研究で、研究員の負担が増大したことなど
から、2020年度からは人材育成面を強化するとともに、施策研究に取り組むこととした。

　山形県最上地域における諸課題について調査研究し、各市町村の政策推進に資するととも
に、市町村職員等の政策形成能力の向上を図ること。（設置経緯を再掲）

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用(研究員として採用した者を除く)　     
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

事務職員１人

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）



（３）会計

2023年度予算 千円
2022年度決算 千円
2021年度決算 千円

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他

2,127
会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない

1,351
748

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
負担金等収入

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別

３　活動動向

（１）活動実績

最上地域政策研究所　研究成果報告書（2年に1度刊行）

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他（具体的に：各首長に報告を行う） 
特に行っていない　

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている
運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他（具体的に：各首長への報告の機会に各首長から評価を受けている） 
特にそういう機会はない

４　特記事項

研究課題ごとに、班員の体制を作る。

外部団体と協定を結び、研究活動に対して支援を受ける。

外部団体と協定を結び、人材育成に対して支援を受ける。



５　2023年度に実施した調査研究

調査研究名

デジタル化の進展を見据え
た新たな施策の展開

　研究期間を２年間１期とし、１年目に現状分析及び課題設定を行い、２年目に課題解決に向
けた具体的な施策を検討し、研究成果を報告した。　（現第６期は令和４～５年度）
　統計分析や先進事例の研究を踏まえ、デジタル化が進展した地域で求められる効果的な施
策について、以下の観点から提案した。
　①誰もが健康で活き活きと安心して暮らせる地域づくり
　②環境変化やビジネスチャンスに対応した高付加価値産業構造の確立
　③地域課題解決の担い手、未来の作り手の育成

調査研究の概要


